
2026 年 1 月 23日

サステナビリティ基準委員会 御中

 EY 新日本有限責任監査法人

品質管理本部長 松浦 義知

「温室効果ガス排出の開示に対する改正案」に対する意見

貴委員会から2025年12月15日に公表されたサステナビリティ開示ユニバーサル基準公開

草案第3号「サステナビリティ開示基準の適用(案)」(以下「適用基準案」という。)、サ

ステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第4号「一般開示基準(案)」（以下「一般基準

案」という。）、サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第5号「気候関連開示基準

(案)」(以下、「気候基準案」といい、これらをあわせて「本公開草案」という。)につい

て、下記のとおり意見を取りまとめましたので、提出いたします。

記

質問 1

次の事項を含む、本公開草案の公表にあたっての方針に同意しますか。同意しない場合に

は、その理由をご記載ください。

 機能的に整合していることを維持するため、原則として 2025年公表の IFRS S2号の

修正に含まれる要求事項を取り入れること

同意する。

質問 2

本公開草案での主な提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載くださ

い。

同意する。ただし、本公開草案を適用する企業における円滑な適用を実現する観点から以



下の点について検討していただきたい。

１．産業分類システムの選択に関するガイダンスの提供について(気候基準案 C5項(5))

（コメント）

ファイナンスド・エミッションの産業別分解において、「他のすべての条件が同じであれ

ば、一般的に用いられている産業分類システムを選択することを優先する」との要求事項に

ついて、何が「一般的に用いられている」システムであるかについて、ハンドブック等にお

いて例示を示すことを検討していただきたい。

（理由）

本公開草案では、世界産業分類基準(GICS)の使用要件が削除され、企業は気候関連の移行

リスクに対するエクスポージャーを理解するうえで有用な情報をもたらす産業分類システ

ムを選択できることが提案されている。その際、気候基準案 C5項(5)において「他のすべて

の条件が同じであれば、一般的に用いられている産業分類システムを選択することを優先

しなければならない」とされているが、何をもって「一般的に用いられている」とするかの

判断基準が明確ではない。

情報の比較可能性を高めるという本要求事項の趣旨には同意するが、実務上、企業は「何

が一般的に用いられているシステムか」という質問に直面することが予想される。特に、初

年度適用企業にとっては他社の開示事例が限られているため、各社がそれぞれ他社の動向

を調査することを強いられ、かえって非効率となる可能性がある。

商業銀行や保険会社が用いる可能性のある産業分類システムについて、ハンドブック等

において例示を示すことで、企業が適切な産業分類システムを選択する際の参考となり、開

示の質の向上と比較可能性の確保に資すると考える。

質問 3

適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載くださ

い。

同意する。

質問 4

SSBJ 基準の初めての改正にあたって必要と考えられる変更の提案に同意しますか。同意

しない場合には、その理由をご記載ください

同意する。



質問 5

その他、本公開草案に関して、ご意見がありましたら、ご記載ください。なお、本公開草

案の定めに関するご意見の場合、適用基準改正案、一般基準改正案又は気候基準改正案の

いずれに対するご意見なのか、また、どの項番号に関するご意見なのかを明確にご記載く

ださい

該当なし。

以上


